
9.11安全 

9.11 安全 

9.11.1 現況調査 

(1) 調査事項及びその選択理由 

調査事項及びその選択理由は、表 9.11-1に示すとおりである。 

表 9.11-1 調査事項及びその選択理由 

調査事項 選択理由 

①危険物施設等の状況 
②気象の状況 
③地形・地質の状況 
④土地利用の状況 
⑤監視体制の状況 
⑥災害、事故等の発生状況 
⑦バリアフリー化の状況 
⑧電力の供給等の状況 
⑨法令等の基準等 
⑩東京都等の計画等の状況 

事業の実施に伴い危険物施設等からの安全性の確
保、移動の安全のためのバリアフリー化及び電力供
給の安定度の影響が考えられることから、計画地及
びその周辺について、左記の事項に係る調査が必要
である。 

 

(2) 調査地域 

調査地域は、特に設定しない。 

 

(3) 調査方法 

1) 危険物施設等の状況 

調査は、「東京都地域防災計画 大規模事故編（平成 21 年修正）[本冊]資料編」（東京都防

災会議）等の既存資料の整理によった。 

2) 気象の状況 

調査は、現地調査によった。 

3) 地形・地質の状況 

調査は、「江東区防災マップ 江東区全図」（平成 25年 10月 江東区）等の既存資料の整理

によった。 

4) 土地利用の状況 

調査は、「震災時火災における避難場所及び避難道路等の指定（平成 25 年改定）」（平成 25

年５月 東京都）等の既存資料の整理によった。 

5) 監視体制の状況 

調査は、「東京都地域防災計画 大規模事故編（平成 21年修正）[本冊]」（東京都防災会議）

の整理によった。 

6) 災害、事故等の発生状況 

調査は、「平成 26年中の危険物に係る事故の概要」（平成 27年５月 消防庁危険物保安室）、

「電気事業 60年の統計」（電気事業連合会）等の既存資料の整理によった。 

7) バリアフリー化の状況 

調査は、「Accessibility Map」 Queen Elizabeth Olympic Park （London Legacy Development 

Corporation）の整理及び現地調査によった。 
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8) 電力の供給等の状況 

調査は、「電力需給検証小委員会報告書について（概要）」（平成 27年４月 資源エネルギー

庁）等の既存資料の整理によった。 

9) 法令等の基準等 

調査は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）、高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備

に関する条例（平成 15年東京都条例第 155号）等の法令等の整理によった。 

10) 東京都等の計画等の状況 

調査は、「東京都地域防災計画」（東京都防災会議）、「東京都福祉のまちづくり推進計画（平

成 26 年度～平成 30 年度）」（平成 26 年３月 東京都）、「福祉のまちづくりをすすめるための

ユニバーサルデザインガイドライン」（平成 18年１月 東京都）の計画等の整理によった。 

 

(4) 調査結果 

1) 危険物施設等の状況 

危険物施設等として、危険物(消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第２条)、高圧ガス(高圧ガ

ス保安法（昭和 26年法律第 204号）第２条)、火薬類(火薬類取締法（昭和 25年法律第 149号）

第２条)、毒物劇物(毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303 号）第２条)及び放射線(放射

性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和 32年法律第 167号）第２条)を扱う

施設の状況について、調査を行った。 

ア．危険物施設の分布状況 

消防法上の危険物施設としては、製造所、貯蔵所、取扱所があり、貯蔵所の例としては、

暖房ボイラー用燃料を地下タンクで貯蔵する地下タンク貯蔵所等があり、取扱所の例として

は、ガソリンスタンド（給油取扱所）等がある。 

危険物のうち、その大部分を占めるのは石油製品であり、平成 24 年度の都内における石

油製品の消費量は、最も多いガソリンで 792 万 kL、次いで軽油が 427 万 kL、重油が 395 万

kL、灯油が 356万 kL となっている。 

東京都内の区市町村別、危険物施設の数は、表 9.11-2 に示すとおりである。計画地及び

その周辺の江東区の施設数は約 700箇所、港区では約 600箇所となっている。 

なお、消防法において、指定数量以上の危険物は、貯蔵所以外の場所で貯蔵し、製造所、

貯蔵所、取扱所以外の場所で取り扱ってはならないとされている（所轄消防長又は消防署長

の承認を受けた場合を除く。）。また、製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技

術上の基準が政令で定められている等、ハード、ソフトの両面からの安全確保がなされてい

る。 

計画地周辺では、有明コロシアムの北側道路（特別区道江 615号）沿い等にガソリンスタ

ンド（取扱所）の分布が確認できる。計画地に最も近いガソリンスタンドは、計画地境界か

ら約 1km（北北西）の距離に位置している。 
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表 9.11-2 危険物貯蔵所等一覧 

（平成 26年３月末現在） 

区市町村 計 製造所 貯蔵所 取扱所 

区部 
江東区 706 1 426 279 
港区 604 0 367 237 

出典：「東京都地域防災計画 震災編（平成 26年修正）[別冊資料]」（東京

都防災会議） 

 

イ．高圧ガス施設の分布状況 

特別区の高圧ガス施設数（液化石油ガス（LPガス）施設を除く。）は、表 9.11-3に示すと

おりである。計画地及びその周辺の第一種製造者については、江東区で 38 事業者、港区で

72事業者、貯蔵所については、江東区で９事業所、港区で３事業所となっている。 

また、特別区の液化石油ガス（LP ガス）施設数は、表 9.11-4 に示すとおりである。計画

地及びその周辺の第一種製造所については、江東区で９箇所、港区で１箇所、販売事業所に

ついては、江東区で 14箇所、港区で４箇所となっている。 

なお、高圧ガス保安法において、高圧ガスの製造の事業を行う者は、製造をする種類、施

設の位置、構造及び設備、製造の方法を届け出て、経済産業省令で定める技術上の基準に適

合しなくてはならないとされている。貯蔵所においても、その位置、構造及び設備が法令の

技術上の基準や経済産業省令で定める技術上の基準に適合しなくてはならない。販売の事業

を営もうとする者は、販売する種類等を届け出なければならない。高圧ガス保安法では、こ

れらの規制とともに、民間事業者や高圧ガス保安協会による高圧ガスの保安に関する自主的

な活動によって安全を確保するものとしている。 

 

表 9.11-3 高圧ガス第一種製造事業所及び貯蔵所一覧 

（平成 20年３月末現在） 

 

区分 

 

 

 

 

地区別 

 

第一種製造者 
貯蔵所 

一般高圧ガス 冷凍 

可
燃
性
毒
ガ
ス 

可
燃
性
ガ
ス 

毒
性
ガ
ス 

酸
素 

そ
の
他 

事
業
所
数 

ア
ン
モ
ニ
ア 

フ
ロ
ン
ま
た
は 

炭
酸
ガ
ス 

事
業
者
数 

可
燃
性
毒
性
ガ
ス 

可
燃
性
ガ
ス 

毒
性
ガ
ス 

酸
素 

そ
の
他 

事
業
所
数 

江東区 － 6 － 7 14 13 3 22 25 － 6 1 4 2 9 

港区 － 2 － － 1 3 4 65 69 － － 2 6 5 3 

注）東京都区部に、可燃性毒ガス（一般高圧ガス）の第一種製造者は分布しない。 

出典：「東京都地域防災計画 大規模事故編（平成 21年修正）[本冊]資料編」（東京都防災会議） 
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表 9.11-4 液化石油ガスの製造事業所及び販売事業者一覧 
（平成 20年３月末日現在） 

業種別 

地区別 

第一種製造所 
販売事業所 

スタンド 充てん所 消費 

江東区 8 1(1) － 14 

港区 1 － － 4 

注 1）充てん所の（ ）内の数字は、スタンド兼業の内数を示す。 

2）液化石油ガス製造事業所（第 1種製造者）：高圧ガス保安法第 5条第 1項第 1号に定

める事業所で LPガスを 1日 30㎥以上処理する設備を使用して、LPガスの製造を行

うもの 

3）液化石油ガス販売事業者：液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法

律第 3条に定める事業者 

出典：「東京都地域防災計画 大規模事故編（平成 21年修正）[本冊]資料編」（東京都防災

会議） 

 

ウ．火薬類施設の分布状況 

東京都内の火薬類販売所、火薬庫及び火薬庫外貯蔵施設数は、表 9.11-5 に示すとおりで

ある。23 区・島しょにおいては、火薬類販売所 262 箇所、火薬庫 18 箇所、火薬庫外貯蔵施

設 295箇所となっている。 

なお、火薬類取締法により、火薬類の販売、貯蔵の許可は、技術的能力があること、経済

産業省令で定める基準に適合しなくてはならない等、災害を防止し、安全を確保する管理等

がなされている。 

表 9.11-5 火薬類保管施設一覧 

（平成 25年３月末日現在） 

区 分 火薬類販売所 火薬庫 火薬庫外貯蔵施設 

23区・島しょ 262 18 295 

26市・郡部 40 109 83 

出典：「東京都地域防災計画 震災編（平成 26年修正）[別冊資料]」（東京都防災会議） 
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エ．毒物・劇物施設の分布状況 

特別区の毒物・劇物営業者数、要届出義務上取扱者数及び非届出業務上取扱施設数は、表

9.11-6に示すとおりである。計画地及びその周辺の営業者については、江東区では約 280者

であるが、港区では約 650 者、要届出業者については、江東区で４者、非届出業者について

は、江東区で約 130者、港区で約 100者となっている。 

なお、毒物及び劇物取締法により、毒物又は劇物の製造業、輸入業、販売業の登録を受け

ようとする者の設備は、厚生労働省令で定める基準に適合しなくてはならない等、保健衛生

上の危害を未然に防止する管理等がなされている。 

表 9.11-6 毒物劇物営業者及び業務上取扱者一覧表 

（平成 26年 3月末日現在） 

地区別 
営業者 要届出業者 

非届出
業者 製造業 輸入業 販売業 

電気め
っき業 

金属熱
処理業 

運送業 

江東区 6 16 259 3 0 1 133 

港区 0 140 507 0 0 0 103 
注) 非届出業者とは、実態調査により把握した届出義務のない非届出業務上取扱施設(学校や化

学工業等)である。 

出典：「東京都地域防災計画 震災編（平成 26年修正）[別冊資料]」（東京都防災会議） 

 

 

オ．放射線等使用施設の分布状況 

放射性同位元素(RI)は、教育、研究、医療用の他、一般企業においても広範に使用されて

いるが、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律により、放射性同位元素

の使用施設、貯蔵施設、廃棄施設の位置、構造及び設備は、原子力規制委員会規則で定め

る技術上の基準に適合するものでなくてはならない等、安全性を確保する体制等がとられ

ている。 

東京都内の放射線等使用施設は、表 9.11-7 に示すとおりである。計画地及びその周辺の

江東区で 39 箇所、港区で 27箇所となっている。 

表 9.11-7 放射性物質関係主要施設一覧表 

（平成 25年 4月１日現在） 

区別       分類 教育機関 研究機関 医療機関 民間機関 
その他の
機関 

計 

江東区 － 6 3 22 8 39 
港区 5 1 8 11 2 27 

出典：「東京都地域防災計画 震災編（平成 26年修正）[別冊資料]」（東京都防災会議） 
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2) 気象の状況 

気象の状況については、「9.1 大気等 9.1.1 現況調査 （4）調査結果 2）気象の状況」

（p.61参照）に示したとおりである。 

計画地の北約 1.5kmにおける現地調査結果によると、風速の期間平均値は 2.0～2.3m/sであ

った。 

季節別にみると、春季及び夏季は最多風向が南南東、最多風向出現率が 25.0～30.4％となっ

ており、風速は、日平均値の最高値で 2.7～2.9m/s であった。秋季及び冬季は最多風向が北、

最多風向出現率が 11.3～17.9％となっており、風速は、日平均値の最高値で 3.1～3.3m/sであ

った。 

なお、南南東の風の場合、計画地の風上には倉庫・運送関係施設や海が位置し、風下には東

京ビッグサイトの既存施設が位置する。北の風の場合、計画地の風上には東京ビッグサイトの

既存施設が位置し、風下には倉庫・運送関係施設や海が位置する。 

3) 地形・地質の状況 

地形・地質の状況は、「9.1 大気等 9.1.1 現況調査 （4）調査結果 3）地形及び地物

の状況」（p.65 参照）に示したとおり、計画地及びその周辺の地盤高は T.P.6～7m 程度の平坦

な地形である。 

計画地の位置する江東区において、土砂災害危険箇所は確認されていない（「土砂災害危険

箇所マップ」（東京都建設局ホームページ）より）。 

なお、計画地の位置する有明三丁目は、「建物倒壊危険度」及び「総合危険度」のいずれも

最も危険性が低い“ランク１”（江東区防災マップ 江東区全図（平成 25年 10月））となって

いる。 

4) 土地利用の状況 

計画地及びその周辺における学校、病院及び住宅の分布状況は、「9.1 大気等 9.1.1 現

況調査 （4）調査結果 4）土地利用の状況」（p.65参照）に示したとおりである。 

計画地の周辺では、計画地北側の臨港道路青海・有明南連絡線と一般国道 357号（湾岸道路）

に挟まれた範囲に、教育施設、福祉施設、医療施設が分布しているが、最も近い施設で計画地

から約 200m の距離となっている。 

「震災時火災における避難場所及び避難道路等の指定（平成 25年改定）」（平成 25年５月 東

京都）によると、計画地の位置する「有明・東雲地区」（有明一～四丁目、東雲一、二丁目）

は、表 9.11-8 に示すとおり、地区内残留地区（地区の不燃化が進んでおり、万が一火災が発

生しても、地区内に大規模な延焼火災の恐れがなく、広域的な避難を要しない区域）となって

いる。なお、「江東区防災マップ 江東区全図」（平成 25年 10月）によると、東京ビッグサイ

ト（有明三丁目 11 番１号）は、一時滞在施設（帰宅が可能になるまで待機する場所がない帰

宅困難者を一時的に受入れる施設）となっている。 

 

表 9.11-8 地区内残留地区（有明、東雲地区）の状況 

地区名 区名 所在地 面積（ha） 地区退避人口 

有明、東雲地区 江東区 有明一～四丁目、東雲一～二丁目 509 26,754 

出典：「震災時火災における避難場所及び避難道路等の指定（平成 25年改定）」（平成 25年５月 東京都都市整備局） 
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5) 監視体制の状況 

危険物施設等の種類別の保安計画を定めている機関、規制及び立入検査の実施機関は、表

9.11-9に示すとおりである。 

表 9.11-9 施設別の実施機関 

危険物施設等 保安計画 規制及び立入検査 

1 石油類施設 

・東京消防庁 
・都下水道局 
・関東東北産業保安監督部 
・第三管区海上保全保安本部 

・東京消防庁 
・関東東北産業保安監督部 

2 高圧ガス施設 

・都環境局 
・都水道局 
・警視庁 
・関東東北産業保安監督部 

・都環境局 
・東京消防庁 
・関東東北産業保安監督部 

3 火薬類施設 
・都環境局 
・警視庁 
・関東東北産業保安監督部 

・都環境局 
・警視庁 
・東京消防庁 
・関東東北産業保安監督部 

4 毒・劇物、化学薬品等施設 

・都福祉保健局 
・都下水道局 
・都教育庁 
・警視庁 

・都福祉保健局 
・東京消防庁 

5 放射線等使用施設 

・都福祉保健局 
・都産業労働局 
・警視庁 
・都関係部局 
・日赤東京都支部 

・都福祉保健局 
・東京消防庁 

6 都市ガス施設 ・東京ガス 
・東京消防庁 
・関東東北産業保安監督部 

7 温泉における可燃性天然
ガス安全対策 

・都環境局 ・都環境局 

出典：「東京都地域防災計画 大規模事故編（平成 21年修正）[本冊]」（東京都防災会議） 

 

なお、石油類施設（ガソリンスタンド等）について、東京消防庁及び関東東北産業保安監督

部の保安計画、規制及び立入検査の内容は、表 9.11-10に示すとおりである。 

表 9.11-10 安全化対策（石油類施設） 

区分 東京消防庁 関東東北産業保安監督部 

保安計画 

○ 通常時から危険物流出等の事故原因を究明し、改修指導及び類似事故
の発生防止を図ることにより危険物施設の健全性を確保し、大規模事故
への進展を防止する。  
○ 危険物流出等の大規模事故が発生した際は、その原因を究明し、類似
事故の発生防止のための措置を講じる。  
○ 次の事項について積極的に指導する。  
１ 危険物事業所の自主保安体制の強化を図り、事故の未然防止と災害発
生時の被害の軽減を図るため、大規模危険物施設における防災資器材の
備蓄及び訓練の実施並びに危険物事業所間相互の応援組織の育成・充実
を推進すること  
２ 危険物施設の位置、構造等の安全化を図るため、設置許可等にあたっ
て十分な用地を確保させること  
○ 大規模危険物施設における火災、危険物流出事故等に対処するため、
東京消防庁の指導により、東京危険物災害相互応援協議会が設置されて
おり、同協議会傘下の事業所に対し、事業所間における相互応援体制の
強化及び防災資器材の整備充実を図るよう引き続き指導する。 

○ 自主保安体制を確立さ
せるとともに、関係機関と
の連絡調整に努め、緊急時
における効果的な対策の
推進を図る。 

規制及び立
入検査 

○ 規制  
危険物施設については、消防法令に基づき、貯蔵し、または取り扱う

危険物の種類・数量及び施設の態様に応じ、位置、構造、設備に関する
規制と、危険物の貯蔵・取扱い及び運搬に関する規制を行い、安全化を
図る。  
また、事故の未然防止と災害対応力の強化等を図るため、自主保安管

理等にかかわる指導を推進する。  
○ 立入検査  
第１章第１節第２項「火災予防査察」による立入検査を行う。 

○ 鉱山における所管施設
については、立入検査によ
り鉱山保安法に基づく監
督指導を行う。 

出典：「東京都地域防災計画 大規模事故編（平成 21年修正）[本冊]」（東京都防災会議） 
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6) 災害、事故等の発生状況 

ア．危険物等に係る火災や漏洩 

「危険物に係る事故の概要」（消防庁危険物保安室）によると、平成 22 年～平成 26 年に

東京都で発生した主な事故（死者１名以上、負傷者２名以上若しくは損害見積額 1,000 万円

以上）は、火災・爆発が４件、流出が２件である。 

イ．停電の発生 

東京電力（株）における停電の発生状況は、表 9.11-11に示すとおりである。東日本大震

災前の平成 17 年度から平成 21 年度までの５年間では、一需要家当たりの年間停電回数は、

0.06～0.14、一需要家当たりの年間停電時間は、３～５分であった。 

表 9.11-11 停電の発生状況 

項目 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

年間停電回数 
（回/一需要家） 

事故停電 0.05 0.13 0.05 0.12 0.05 0.33 

作業停電 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 1.86 

合計 0.06 0.14 0.07 0.13 0.06 2.19 

年間停電時間 
（分/一需要家） 

事故停電 2 3 4 3 2 152 

作業停電 1 1 1 1 1 265 

合計 3 4 5 4 4 417 

出典：「電気事業 60年の統計」（電気事業連合会） 

http://www.fepc.or.jp/library/data/60tokei/index.html 

 

東日本大震災による停電の状況は、図 9.11-1、図 9.11-2 及び表 9.11-12 に示すとおりで

ある。 

東京電力（株）の供給エリアでは、最大910万kW（約405万軒）の供給支障が発生した。停

電箇所への送電は、当日夜より順次、開始され、発災から24 時間後には85％程度が復旧し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9.11-1 東日本大震災による東京電力（株）エリアにおける停電の推移 

出典：「東北地方太平洋沖地震に伴う電気設備の停電復旧記録」（平成25年３月 東京電力(株)） 
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注) 停電エリア図には、配電線事故による停電は含まれていない。 

出典：「東北地方太平洋沖地震に伴う電気設備の停電復旧記録」（平成25年３月 東京電力(株)） 

図9.11-2 東日本大震災発生直後の停電エリア（左）と24時間後（3月12日15時）の停電エリア（右） 

 

表9.11-12 東日本大震災後並びに発生24時間後における都県別停電軒数 

都県名 
停電軒数 

3/11 16:30現在 3/12 15:00現在 

栃木県 56.8万軒 3.0万軒 
群馬県※1 23.4万軒 － 
茨城県 87.0万軒 53.7万軒 
埼玉県 34.5万軒 － 
千葉県 35.3万軒 3.6万軒 
東京都 12.0万軒 － 
神奈川県 129.2万軒 － 
山梨県 14.6万軒 － 
静岡県※2 11.8万軒 － 
合 計 404.6万軒 60.3万軒 

注1）群馬県には、長野県の一部（27軒）を含む。 

2）静岡県は、富士川以東の東京電力（株）供給エリア。 

出典：「東北地方太平洋沖地震に伴う電気設備の停電復旧記録」（平成25年３月 東京電力(株)） 

 

7) バリアフリー化の状況 

ア．会場内におけるバリアフリー化 

ロンドンオリンピック（メイン会場）におけるバリアフリー化の状況は、表 9.11-13に示

すとおりである。 

身体障害者、視聴覚障害者、乳児同伴者への配慮がみられる。 

表 9.11-13 バリアフリー化の状況（ロンドンオリンピックメイン会場） 

施設名称 規模・用途 竣工年度 主な取組み内容 

ロンドンオリンピ
ックメイン会場
（イギリス・ロン
ドン東部） 

スタジアム、
水泳競技場、
アリーナほ
か 

2012年 ・肢体不自由、視覚障害者は訓練を受けたボランティアスタッフのサポー
トを受けられる。 

・電動バギー、電動スクーター、車椅子が利用可能。予約も可能。 
・地元地域の障がい者を対象に、各種のスポーツに挑戦できるプロジェク
トを実施している。 

・障がい者への意識を変えるため、National Paralympic Day という障が
い者と家族のフェスティバルを開催する。 

出典：ロンドンオリンピックメイン会場：「Accessibility Map」 Queen Elizabeth Olympic Park （London Legacy 

Development Corporation） 
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イ．公共交通機関から施設へのバリアフリー化 

本計画における鉄道路線及び乗船場の各駅からのアクセス経路の状況は、表 9.11-14及び

図 9.11-3に示すとおりである。 

最寄りの鉄道駅及び乗船場から会場までの歩行者経路については、車道と接している範囲

がほとんどなく、歩道と車道が接している国際展示場駅南のロータリーにおいても、マウン

トアップ及び横断防止柵により、歩道と車道は分離されている。 

東京ビッグサイトの入口は２階となっている。そのため、出入口が２階である国際展示場

正門駅からの歩行者経路は平坦な歩行者デッキとなっており、臨港道路青海・有明南連絡線

を横断する構造となっている。乗船場（東京ビッグサイト）についても、乗船場建物の２階

までの歩行者経路は平坦な歩行者デッキとなっている。 

一方、国際展示場駅は出入口が地上であり、東京ビッグサイトの北に、階段、エスカレー

ター及びエレベーターが設置されている。エスカレーター及びエレベーターの前後はほぼ平

坦となっており、このエスカレーター及びエレベーターから東京ビッグサイト入口までは、

臨港道路青海・有明南連絡線を横断する歩道橋となっている。 

国際展示場正門駅及び乗船場（東京ビッグサイト）からの歩行者経路には、視覚障害者誘

導用ブロック（点字ブロック）が連続的に設置されている。一方、国際展示場駅までの歩行

者経路における視覚障害者誘導用ブロック（点字ブロック）の設置状況は、駅前、東京ビッ

グサイト北に設置されている階段の前後、同エスカレーター及びエレベーターから東京ビッ

グサイトまでの区間において、連続的に設置されているものの、その他の区間では、経路が

曲がる位置に限って設置されている状況である。 

 

表 9.11-14 アクセス経路のバリアフリーの状況 

路線名 駅名 出口 アクセス経路 距離 調査結果 

ゆりかもめ 
国 際 展示 場
正門駅 

－ 
①東京ビッグ

サイト 約 150m 
・平坦 
・視覚障害者誘導用ブロック 
（点字ブロック）あり 

りんかい線 
国 際 展示 場
駅 

有明コロシアム
方面出口 

②東京ビッグ
サイト 約 550m 

・マウントアップ及び横断防止柵あり 
・エスカレーター、エレベーターあり 
・視覚障害者誘導用ブロック 
（点字ブロック）あり 
 
※詳細は、図 9.11-3参照。 

国際展示場方面
出口 

新交通 
ゆりかもめ方面

出口 
【運行ライン】 
東京ビッグサ
イト・パレット
タウンライン 

【乗船場】 
東 京 ビッ グ
サイト 

－ 
③東京ビッグ

サイト 約 30m 
・平坦 
・視覚障害者誘導用ブロック 
（点字ブロック）あり 

 注 1）アクセス経路の番号は、図 9.11-3の歩行者動線に対応する。 

2）マウントアップとは、高さが 15cm程度で、歩道の縁石と歩道面の高さが同じものを示す。 
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図 9.11-3 アクセス経路の状況 
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8) 電力の供給等の状況 

平成 25 年度の夏季・冬季、平成 26年度の夏季・冬季における電力の受給状況は、表 9.11-15

に示すとおりである。 

平成 25 年度夏季については、最大需要 5,093 万 kW に対して供給力が 5,494 万 kW、予備率

7.9％、平成 25 年度冬季については、最大需要 4,943 万 kW に対して供給力が 5,234 万 kW、予

備率 5.9％、平成 26年度夏季については、最大需要 4,980万 kWに対して供給力が 5,444万 kW、

予備率 9.3％、平成 26 年度冬季については、最大需要 4,667 万 kWに対して供給力が 5,352 万

kW、予備率 14.7％となっており、安定供給が確保されている。 

表 9.11-15 東京電力（株）管内における需給状況（最大需要日） 

項目 単位 
平成 25年度 平成 26年度 

夏季 冬季 夏季 冬季 

最大需要日 － ８月９日 ２月 14日 ８月５日 ２月５日 

供給力 万 kW 5,494 5,234 5,444 5,352 

最大需要 万 kW 5,093 4,943 4,980 4,667 

予備率 % 7.9 5.9 9.3 14.7 

出典：「電力需給検証小委員会報告書について（概要）」（平成 25年 10月 資源エネルギー庁） 

「電力需給検証小委員会報告書について（概要）」（平成 26年４月 資源エネルギー庁） 

「電力需給検証小委員会報告書について（概要）」（平成 26年 10月 資源エネルギー庁） 

「電力需給検証小委員会報告書について（概要）」（平成 27年４月 資源エネルギー庁） 

 

なお、供給区域内での供給力不足時等には、電力会社間での電力融通により、電力需給のバ

ランスが保たれている。 

平成 22 年度から平成 26年度の５か年では、東北エリアから東京エリアに 9,454～27,519百

万 kWh、東京エリアから東北エリアに 3,891～12,219 百万 kWh の電力量が通過しており、東京

エリアから中部エリアへは 188～2,829万 kW、中部エリアから東京エリアへは 536～2,755百万

kWh の電力量が通過している（「電力広域的運営推進機関年次報告書-平成 27 年度版-」（平成

27年７月 電力広域的運営推進機関）より）。 
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9) 法令等の基準等 

安全に関する法令等については、表 9.11-16(1)～(5)に示すとおりである。 

表 9.11-16(1) 安全に係る関係法令等 

法令・条例等 責務等 

消防法 

（昭和 23年法律第 186号） 

 

第一条  この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を

火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等

による傷病者の搬送を適切に行い、もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に

資することを目的とする。 

第十条  指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に固定されたタンクにおいて危険物を

貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵所」という。）を含む。以下同じ。）

以外の場所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこれを取り扱

ってはならない。ただし、所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数量以上の危険

物を、十日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場合は、この限りでない。 

高圧ガス保安法 

（昭和 26年法律第 204号） 

（目的） 

第一条  この法律は、高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガスの製造、貯蔵、販

売、移動その他の取扱及び消費並びに容器の製造及び取扱を規制するとともに、民間事業

者及び高圧ガス保安協会による高圧ガスの保安に関する自主的な活動を促進し、もつて公

共の安全を確保することを目的とする。 

（貯蔵） 

第十五条  高圧ガスの貯蔵は、経済産業省令で定める技術上の基準に従ってしなければ

ならない。ただし、第一種製造者が第五条第一項の許可を受けたところに従って貯蔵す

る高圧ガス若しくは液化石油ガス法第六条 の液化石油ガス販売事業者が液化石油ガス

法第二条第四項の供給設備若しくは液化石油ガス法第三条第二項第三号 の貯蔵施設に

おいて貯蔵する液化石油ガス法第二条第一項 の液化石油ガス又は経済産業省令で定め

る容積以下の高圧ガスについては、この限りでない。 

（貯蔵所） 

第十六条  容積三百立方メートル（当該ガスが政令で定めるガスの種類に該当するもの

である場合にあっては、当該政令で定めるガスの種類ごとに三百立方メートルを超える

政令で定める値）以上の高圧ガスを貯蔵するときは、あらかじめ都道府県知事の許可を

受けて設置する貯蔵所（以下「第一種貯蔵所」という。）においてしなければならない。

ただし、第一種製造者が第五条第一項の許可を受けたところに従って高圧ガスを貯蔵す

るとき、又は液化石油ガス法第六条 の液化石油ガス販売事業者が液化石油ガス法第二

条第四項 の供給設備若しくは液化石油ガス法第三条第二項第三号の貯蔵施設において

液化石油ガス法第二条第一項の液化石油ガスを貯蔵するときは、この限りでない。 

（危害予防規程） 

第二十六条  第一種製造者は、経済産業省令で定める事項について記載した危害予防規

程を定め、経済産業省令で定めるところにより、都道府県知事に届け出なければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

火薬類取締法 

（昭和 25年法律第 149号） 

（この法律の目的） 

第一条  この法律は、火薬類の製造、販売、貯蔵、運搬、消費その他の取扱を規制する

ことにより、火薬類による災害を防止し、公共の安全を確保することを目的とする。 

（貯蔵） 

第十一条  火薬類の貯蔵は、火薬庫においてしなければならない。但し、経済産業省令

で定める数量以下の火薬類については、この限りでない。 

（危害予防規程） 

第二十八条  製造業者は、災害の発生を防止するため、保安の確保のための組織及び方

法その他経済産業省令で定める事項について記載した危害予防規程を定め、経済産業省

令で定めるところにより、経済産業大臣の認可を受けなければならない。これを変更す

るとき（第十条第一項ただし書の軽微な変更の工事に伴い必要となる場合を除く。）も

同様とする。 
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表 9.11-16(2) 安全に係る関係法令等 

法令・条例等 責務等 

毒物及び劇物取締法 

（昭和 25年法律第 303号） 

（目的） 

第一条  この法律は、毒物及び劇物について、保健衛生上の見地から必要な取締を行う

ことを目的とする。 

（禁止規定） 

第三条  毒物又は劇物の製造業の登録を受けた者でなければ、毒物又は劇物を販売又は

授与の目的で製造してはならない。 

２  毒物又は劇物の輸入業の登録を受けた者でなければ、毒物又は劇物を販売又は授与

の目的で輸入してはならない。 

３  毒物又は劇物の販売業の登録を受けた者でなければ、毒物又は劇物を販売し、授与

し、又は販売若しくは授与の目的で貯蔵し、運搬し、若しくは陳列してはならない。但

し、毒物又は劇物の製造業者又は輸入業者が、その製造し、又は輸入した毒物又は劇物

を、他の毒物又は劇物の製造業者、輸入業者又は販売業者（以下「毒物劇物営業者」と

いう。）に販売し、授与し、又はこれらの目的で貯蔵し、運搬し、若しくは陳列すると

きは、この限りでない。 

放射性同位元素等による
放射線障害の防止に関す
る法律 
（昭和 32年法律第 167号） 

（目的） 

第一条  この法律は、原子力基本法 （昭和三十年法律第百八十六号）の精神にのつとり、

放射性同位元素の使用、販売、賃貸、廃棄その他の取扱い、放射線発生装置の使用及び

放射性同位元素又は放射線発生装置から発生した放射線によつて汚染された物（以下

「放射性汚染物」という。）の廃棄その他の取扱いを規制することにより、これらによ

る放射線障害を防止し、公共の安全を確保することを目的とする。 

（使用の許可の基準） 

第六条  原子力規制委員会は、第三条第一項本文の許可の申請があった場合においては、

その申請が次の各号に適合していると認めるときでなければ、許可をしてはならない。 

一  使用施設の位置、構造及び設備が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準に適

合するものであること。 

二  貯蔵施設の位置、構造及び設備が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準に適

合するものであること。 

三  廃棄施設の位置、構造及び設備が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準に適

合するものであること。 

四  その他放射性同位元素若しくは放射線発生装置又は放射性汚染物による放射線障害

のおそれがないこと。 

（使用施設等の基準適合義務） 

第十三条  許可使用者は、その使用施設、貯蔵施設及び廃棄施設の位置、構造及び設備

を第六条第一号から第三号までの技術上の基準に適合するように維持しなければなら

ない。 

２  届出使用者は、その貯蔵施設の位置、構造及び設備を原子力規制委員会規則で定め

る技術上の基準に適合するように維持しなければならない。 

３  許可廃棄業者は、その廃棄物詰替施設、廃棄物貯蔵施設及び廃棄施設の位置、構造

及び設備を第七条第一号から第三号までの技術上の基準に適合するように維持しなけ

ればならない。 

（保管の基準等） 

第十六条  許可届出使用者及び許可廃棄業者は、放射性同位元素又は放射性汚染物を保

管する場合においては、原子力規制委員会規則で定める技術上の基準に従って放射線障

害の防止のために必要な措置を講じなければならない。 

３  届出販売業者又は届出賃貸業者は、放射性同位元素又は放射性汚染物の保管につい

ては、許可届出使用者に委託しなければならない。 
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表 9.11-16(3) 安全に係る関係法令等 

法令・条例等 責務等 

災害対策基本法 
（昭和 36年法律第 223号） 

（目的）  
第一条  この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、

防災に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要
な体制を確立し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災
害応急対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措置その他必要な災害対策の基本を
定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社会
の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする。  

（住民等の責務）  
第七条  地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の

規定による防災に関する責務を有する者は、基本理念にのつとり、法令又は地域防災
計画の定めるところにより、誠実にその責務を果たさなければならない。  

２  災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業
とする者は、基本理念にのつとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実
施するとともに、当該事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する
施策に協力するように努めなければならない。  

高齢者、障害者等の移動等
の円滑化の促進に関する
法律 
（平成 18年法律第 91号） 

（目的） 
第一条  この法律は、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保するこ
との重要性にかんがみ、公共交通機関の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園
施設並びに建築物の構造及び設備を改善するための措置、一定の地区における旅客施
設、建築物等及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前広場、通路その他の施設の一
体的な整備を推進するための措置その他の措置を講ずることにより、高齢者、障害者等
の移動上及び施設の利用上の利便性及び安全性の向上の促進を図り、もって公共の福祉
の増進に資することを目的とする。 

（特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等） 
第十四条  建築主等は、特別特定建築物の政令で定める規模以上の建築（用途の変更を
して特別特定建築物にすることを含む。以下この条において同じ。）をしようとすると
きは、当該特別特定建築物（次項において「新築特別特定建築物」という。）を、移動
等円滑化のために必要な建築物特定施設の構造及び配置に関する政令で定める基準（以
下「建築物移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。 

２ 建築主等は、その所有し、管理し、又は占有する新築特別特定建築物を建築物移動等
円滑化基準に適合するように維持しなければならない。 

５ 建築主等（第一項から第三項までの規定が適用される者を除く。）は、その建築をし
ようとし、又は所有し、管理し、若しくは占有する特別特定建築物（同項の条例で定め
る特定建築物を含む。以下同じ。）を建築物移動等円滑化基準（同項の条例で付加した
事項を含む。第十七条第三項第一号を除き、以下同じ。）に適合させるために必要な措
置を講ずるよう努めなければならない。 

（特定建築物の建築主等の努力義務等） 
第十六条  建築主等は、特定建築物（特別特定建築物を除く。以下この条において同じ。）
の建築（用途の変更をして特定建築物にすることを含む。次条第一項において同じ。）
をしようとするときは、当該特定建築物を建築物移動等円滑化基準に適合させるために
必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 建築主等は、特定建築物の建築物特定施設の修繕又は模様替をしようとするときは、
当該建築物特定施設を建築物移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置を講ず
るよう努めなければならない。 
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表 9.11-16(4) 安全に係る関係法令等 

法令・条例等 責務等 

高齢者、障害者等が利用し
やすい建築物の整備に関
する条例 
（平成 15年東京都 

条例第 155号） 

（趣旨）  
第１条 この条例は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年
法 律第 91 号。以下「法」という。）第 14 条第３項の規定により、特別特定建築物に
追加する 特定建築物その他必要な事項を定めるものとする。 

（特別特定建築物の建築主等の基準適合義務等） 
第14条 建築主等は、特別特定建築物の政令で定める規模以上の建築（用途の変更をして特
別特定建築物にすることを含む。以下この条において同じ。）をしようとするときは、
当該特別特定建築物（次項において「新築特別特定建築物」という。）を、移動等円滑
化のために必要な建築物特定施設の構造及び配置に関する政令で定める基準（以下「建
築物移動等円滑化基準」という。）に適合させなければならない。 

２ 建築主等は、その所有し、管理し、又は占有する新築特別特定建築物を建築物移動等円
滑化基準に適合するように維持しなければならない。 

４ 前３項の規定は、建築基準法第６条第１項に規定する建築基準関係規定とみなす。 
５ 建築主等（第１項から第３項までの規定が適用される者を除く。）は、その建築をしよ
うとし、又は所有し、管理し、若しくは占有する特別特定建築物（同項の条例で定める
特定建築物を含む。以下同じ。）を建築物移動等円滑化基準（同項の条例で付加した事
項を含む。第17 条第３項第１号を除き、以下同じ。）に適合させるために必要な措置を
講ずるよう努めなければならない。 

（特定建築物の建築主等の努力義務等） 
第16条 建築主等は、特定建築物（特別特定建築物を除く。以下この条において同じ。）の
建築（用途の変更をして特定建築物にすることを含む。次条第１項において同じ。）を
しようとするときは、当該特定建築物を建築物移動等円滑化基準に適合させるために必
要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 建築主等は、特定建築物の建築物特定施設の修繕又は模様替をしようとするときは、当
該建築物特定施設を建築物移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置を講ずるよ
う努めなければならない。 
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表 9.11-16(5) 安全に係る関係法令等 

法令・条例等 責務等 

東京都福祉のまちづくり
条例 
（平成７年東京都 

条例第 33号） 

（目的）  
第１条 この条例は、福祉のまちづくりに関し、東京都（以下「都」という。）、事業者
及び都民の責務を明らかにするとともに、福祉のまちづくりに関する施策の基本的な事
項を定めることにより、都、特別区及び市町村（以下「区市町村」という。）、事業者
並びに都民が相互に協働して福祉のまちづくりを推進し、もって高齢者や障害者を含め
たすべての人（高齢者、障害者、子ども、外国人、妊産婦、傷病者その他の年齢、個人
の能力、生活状況等の異なるすべての人をいう。）が安全で、安心して、かつ、快適に
暮らし、又は訪れることができる社会の実現を図ることを目的とする。 

（事業者の責務） 
第４条 事業者は、その事業活動に関し、その所有し、又は管理する施設及び物品並びに
提供するサービスについて、自ら福祉のまちづくりに努めるとともに、他の事業者と協
力して福祉のまちづくりを推進する責務を有する。 

２ 事業者は、都がこの条例に基づき実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力する
よう努めなければならない。 

３ 事業者は、その事業の実施に当たり、高齢者や障害者を含めたすべての人の施設、物
品又はサービスの円滑な利用を妨げないよう努めなければならない。 

（情報の共有化のための取組） 
第13条 事業者は、高齢者や障害者を含めたすべての人が、その所有し、又は管理する施
設、物品若しくはサービスを円滑に利用するために必要かつ有益な情報（以下「必要と
される情報」という。）を適時に、かつ、適切に入手できるようにするため、必要とさ
れる情報を自ら把握し、適切に提供するほか、必要な措置を講ずるよう努めなければな
らない。 

（整備基準への適合努力義務） 
第14条 都市施設を所有し、又は管理する者（以下「施設所有者等」という。）は、当該
都市施設を整備基準に適合させるための措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 整備基準は、次に掲げる事項について、都市施設の種類及び規模に応じて定めるもの
とする。 
一 出入口の構造に関する事項 
二 廊下及び階段の構造並びにエレベーターの設置に関する事項 
三 車いすで利用できる便所及び駐車場に関する事項 
四 案内標示及び視覚障害者誘導用ブロックの設置に関する事項 
五 歩道及び公園の園路の構造に関する事項 
六 前各号に掲げるもののほか、都市施設を円滑に利用できるようにするために必要

な基幹的事項 
３ 施設所有者等は、高齢者、障害者を含めたすべての人が円滑に施設間を移動すること
ができるようにするため、他の施設所有者等との連携を図り、自ら所有し、又は管理す
る都市施設とその周辺の都市施設とを一体的に整備するよう努めなければならない。 

（整備基準の遵守） 
第17条 都市施設で規則で定める種類及び規模のもの（以下「特定都市施設」という。）
の新設又は改修（建築物については、増築、改築、大規模の修繕、大規模の模様替え又
は用途変更（用途を変更して特定都市施設にする場合に限る。）をいう。以下同じ。）
をしようとする者（以下「特定整備主」という。）は、整備基準のうち特に守るべき基
準として規則で定めるものを遵守するための措置を講じなければならない。 

２ 特定都市施設を所有し、又は管理する者（第20条第１項に規定する既存特定都市施設
所有者等を除く。）は、前項に規定する基準を遵守しなければならない。 
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10) 東京都等の計画等の状況 

安全に関する計画等については、表 9.11-17(1)及び(2)に示すとおりである。 

表 9.11-17(1) 安全に係る計画等 

関係計画等 目標・施策等 

東京都長期ビジョン 
（平成 26年 12月 

東京都） 

○目指すべき将来像 
 「世界一の都市・東京」の実現 
○基本目標Ⅰ「史上最高のオリンピック・パラリンピックの実現」 
  都市戦略 1 成熟都市・東京の強みを生かした大会の成功 
  （政策指針 2） 
   1：2020年大会も見据えた交通機関や公共空間のバリアフリー化の推進 
   2：情報バリアフリーや思いやりの心の醸成などソフト面の取組の推進 
  （政策指針 3） 
   1：外国人の快適な東京滞在を実現するあらゆる場面での多言語対応の充実 
  都市戦略 2 高度に発達した利用者本位の都市インフラを備えた都市の実現 
  （政策指針 6） 
   1：誰もが安心して快適に利用できる交通を実現 
   3：東京の魅力を更に高める新たな交通政策の展開 
  都市戦略 3 日本人のこころと東京の魅力の発信 
○基本目標Ⅱ「課題を解決し、将来にわたる東京の持続的発展の実現」 

都市戦略 4 安全・安心な都市の実現 
都市戦略 5 福祉先進都市の実現 
都市戦略 6 世界をリードするグローバル都市の実現 
都市戦略 7 豊かな環境や充実したインフラを次世代に引き継ぐ都市の実現 
都市戦略 8 多摩・島しょの振興 

東京都地域防災計画 
（東京都防災会議） 
 

 

○目的 
災害対策基本法第 40 条の規定に基づき、東京都防災会議が策定。都、区市町村等の防災
機関がその有する全機能を有効に発揮して、都の地域における地震災害の予防、応急対策
及び復旧・復興対策を実施することにより、住民の生命、身体及び財産を保護することを
目的としている。 

○方針 
①震災編：4パターンの大規模地震を想定し、震災被害、津波被害等について想定する。 
②風水害編：近年多発する都市型水害による浸水被害、大河川の氾濫、台風による高潮被害
等を想定する。 

③火山編：伊豆諸島等島嶼部での火山災害について対応策を検討し、また当面の発生確率は
低いとしつつも富士山または他の火山の噴火による降灰被害も想定する。 

④大規模事故編：大規模な災害は通常の事故と異なる大規模火災・爆発・車両の大規模な衝
突事故、あるいは小規模なテロによる災害などを想定する。 

⑤原子力災害編：東京都内には原子力施設が存在せず、他県の原子力施設に関しても原子力
災害対策重点区域に都の地域は含まれないことから、都民の避難等については不要としつ
つ、都民の不安の払拭と混乱の防止を主要な課題としている。 

東京都福祉のまちづくり
推進計画（平成 26年度～
平成 30年度） 
（平成 26年３月  

東京都） 

ユニバーサルデザインの理念に基づいてハード・ソフト一体的な取組みを推進するため、福
祉のまちづくり条例にもとづく基本計画として策定された。平成 21 年４月に策定されたも
のの継続計画。 
○内容 
・円滑な移動・施設利用のためのバリアフリー化の推進 

・公共交通 
・建築物 
・道路・公園等 
・面的なバリアフリー整備 
・駅前放置自転車対策 

・地域での自立した生活の基盤となるバリアフリー住宅の整備 
・様々な障害特性や外国人等にも配慮した情報バリアフリーの充実 
・災害時・緊急時の備えなど安全・安心のまちづくり 
・心のバリアフリーに向けた普及啓発の強化と社会参加への支援 

福祉のまちづくりをすす
めるためのユニバーサル
デザインガイドライン
（平成 18年１月 

 東京都） 

ユニバーサルデザインを生かした施設整備を図るために必要となる 5つの視点を示し、日常
生活に密着している 6つの整備箇所を取り上げ、それぞれの施設整備における留意点を示し
ている。 
○内容 
・「敷地内通路・駐車場」「出入口」「廊下・階段・エレベーター」「トイレ」「子育て支援環

境」「公園」の施設ごとに「東京都福祉のまちづくり条例整備基準」の適合と、ユニバー
サルデザイン度のチェックシートがある。 

・ユニバーサルデザイン度は「公平」「簡単」「安全」「機能」「快適」の視点で評価する方式。 
・そのほか、移動円滑化のための情報提供のユニバーサルデザインガイドラインがある。 
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表 9.11-17(2) 安全に係る計画等 

関係計画等 目標・施策等 

江東区地域防

災計画（平成

26 年度修正）

【本冊】（平成

27年 3月 江

東 区 防 災 会

議） 

この計画は、災害対策基本法(昭和 36年法律第 223号)第 42条に基づき、江東区防災会議が作成する本
区の地域に係る地域防災計画であって、区民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とす
る基本計画である。 
【地震対策】 
○江東区の被害想定 

 
地震規模等 人的被害 物的被害 その他 

江
東
区 

東京湾北部地震 M7.3 

時期等：冬の 18時、
風速 8m/s 

死者：449人 
負傷者：10,164人 

建物被害：11,007棟 
電力施設停電率：43.4％ 

帰宅困難者：178,078人 

災害時要援護者死者数：204人 
自力脱出困難者：6,201人 

○減災目標 

 
目標 主な対策 

江
東
区 

目標１ 死者を約 6割減少させる 
・江東区耐震改修促進計画に基づく民間建
築物耐震促進事業 
・家具類の転倒・落下・移動防止対策 
・救出・救護体制の強化 
・防災まちづくり対策 
・消防力の充実・強化 
・区民や事業所の火災対応力の強化 
・情報伝達体制の充実 

目標２ 避難者を約 4割減少させる 

目標３ 建築物の全壊・焼失棟数を約 6割減少させる 

【津波対策】 
○基本方針 
 最大級の地震動によって防潮堤や水門などが損傷を受け、機能不全に陥った場合においては、現在の
想定を超える浸水被害の発生も考えられる。また、東日本大震災の教訓や、河川や運河などに囲まれ海
抜ゼロメートル地帯を有する本区の地理的特徴を鑑み、津波からの避難スペースの拡充や、津波警報等
の情報収集・伝達体制の強化とともに、防潮堤や水門等、水防施設の耐震性の向上に資する施策の確実
な実施について、国や都に対する継続的な働きかけを行うなど、総合的に安全・安心対策を推進する。 
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9.11.2 予測 

(1) 予測事項 

予測事項は、以下に示すとおりとした。 

1) 危険物施設等からの安全性の確保の程度 

2) 移動の安全のためのバリアフリー化の程度 

3) 電力供給の安定度 

 

(2) 予測の対象時点 

予測の対象時点は、施設的側面から捉えた地域としての安全性の確保が必要な期間とし、2020

年東京大会の大会開催前、大会開催中、大会開催後の全期間のうち、大会開催前、大会開催後と

した。 

 

(3) 予測地域 

予測地域は、計画地及びその周辺とした。 

 

(4) 予測手法 

1) 危険物施設等からの安全性の確保の程度 

予測手法は、危険物施設等の規模、位置、分布状況と 2020 年東京大会の大会実施計画とを

比較（重ね合わせなど）する方法によった。 

2) 移動の安全のためのバリアフリー化の程度 

予測手法は、施行計画等から推定する方法によった。 

3) 電力供給の安定度 

予測手法は、施行計画等から推定する方法によった。 

 

(5) 予測結果 

1) 危険物施設等からの安全性の確保の程度 

現況調査結果より、計画地及びその周辺の江東区及び港区には、危険物施設製造所、貯蔵所、

取扱所、高圧ガス製造者、貯蔵所、液化石油ガスの製造事業所、販売事業所、毒物劇物営業者、

要届出業者、非届出業者、放射線等使用施設が存在する。計画地周辺ではガソリンスタンドが

分布しており、最も近いガソリンスタンドで計画地境界から約１kmの距離に位置している。 

また、「東京都地域防災計画」によって危険物施設等の種類別に監視体制が明確に定められ

ている他、計画地の位置する「有明・東雲地区」は、地区内残留地区にも指定されている。 

予測の対象時点においては、現状通り、安全性の確保のため、法令等に基づく危険物施設等

に係る規制がなされる他、関係機関による立入検査等の監視体制が継続される。 

したがって、危険物施設等からの安全性は確保されると予測する。 

2) 移動の安全のためのバリアフリー化の程度 

計画建築物は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、高齢者、障害者等が

利用しやすい建築物の整備に関する条例及び東京都福祉のまちづくり条例に基づき、施設内の

バリアフリー化を図る計画である。また、誘導支援として、表 9.11-18に示す設備を設置する

計画である。 

したがって、施設内の移動の安全性は確保されると予測する。 

- 246 - 



9.11安全 

表 9.11-18 計画建築物の誘導支援設備 

誘導支援設備 概  要 

インターホン ・障害者の連絡用として、インフォメーション受付に連絡用インターホンを設置する。連絡先は
増築棟防災センターとする。 

・エレベーターに連絡用インターホンを設置する。連絡先は増築棟防災センター（エレベーター
監視盤組込）とする。 

トイレ呼出 ・多目的便所に緊急時の連絡用として、トイレ呼出設備を設置する。機器構成は緊急押ボタン、
復旧ボタン、ブザー付廊下表示灯とする。表示は増築棟防災センターとし、展示ホール内の多
目的便所は主催者事務室にも表示する。 

音声誘導支援 ・視覚障害者の来館を考慮し、１階主出入口に視覚障害者支援設備（送信機式音声ガイド）を設
置する。 

 

最寄りの鉄道駅及び乗船場から会場までの歩行者経路については、現地調査結果より、車道

と接している範囲がほとんどなく、歩道と車道が接している国際展示場駅南のロータリーにお

いても、マウントアップ及び横断防止柵により、歩道と車道は分離されている。 

出入口が２階である国際展示場正門駅からの歩行者経路は平坦となっている。乗船場（東京

ビッグサイト）についても、乗船場建物の２階からの歩行者経路は平坦な歩行者デッキとなっ

ている。 

一方、国際展示場駅は出入口が地上であり、東京ビッグサイトの北に、階段、エスカレータ

ー及びエレベーターが設置されている。エスカレーター及びエレベーターの前後はほぼ平坦と

なっており、このエスカレーター及びエレベーターから東京ビッグサイト入口までは、臨港道

路青海・有明南連絡線を横断する歩道橋となっている。 

国際展示場正門駅及び乗船場（東京ビッグサイト）からの歩行者経路には、視覚障害者誘導

用ブロック（点字ブロック）が連続的に設置されている。一方、国際展示場駅からの歩行者経

路における視覚障害者誘導用ブロック（点字ブロック）の設置状況は、駅前、東京ビッグサイ

ト北に設置されている階段の前後、同エスカレーター及びエレベーターから東京ビッグサイト

までの区間において、連続的に設置されているものの、その他の区間では、経路が曲がる位置

に限って設置されている状況である。 

予測の対象時点における最寄りの鉄道駅から会場までの歩行者経路については、「東京都長

期ビジョン」より、2020 年までに「2020 年大会開催時における観光地や競技会場周辺等の道

路のバリアフリー化」が完了する計画となっており、移動の安全のためのバリアフリー化の程

度は高まると予測する。 

3) 電力供給の安定度 

東京電力（株）管内における平成 25 年以降の夏季・冬季の電力供給は、最大需要を上回っ

ており、安定供給が確保されている。 

計画建築物の電力設備（増築部分）は、表 9.11-19に示すとおり、高圧受変電設備を７箇所

に設置し、商用電力停電時における防災電源及び保安用電源として非常用発電機を設置する。その

他、非常照明及び受変電設備の制御、操作電源として直流電源設備を設置する。 

したがって、電力供給の安定性は確保されると予測する。 
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表 9.11-19 東京ビッグサイト（増築部分）における非常用設備等の概要 

事 項 概 要 目 的 

高圧受変電設備 共用系統（２箇所） エントランスホール、コンコース、防災セ
ンター、会議室、外構等、共用部に供給 

展示ホール系統（４箇所） 展示ホールごとに設置し供給 

駐車場系統（１箇所） 立体駐車場へ供給 

非常用発電機設備 
 
 
 

・容量：1,250kVA程度 
・エンジン型式：屋内型ガスター

ビン方式 
・冷却方式：空冷式 
・想定運転時間：72時間 
・オイルタンク容量：約 9,000L 

商用電力停電時における防災電源及び保
安用電源として非常用発電機を設置する。
72 時間（３日）以上の運転可能な燃料を備
蓄するため、屋外地下オイルタンクを設置
する。 
 

電力貯蔵設備 
 

種類：制御弁式据置型鉛蓄電池長
寿命型（長寿命 MSE）×２箇所 

建築基準法に基づく非常照明及び受変電
設備の制御、操作電源として直流電源設備
を設置する。 

注)特別高圧受変電設備の変圧器は既存設備を利用し、（予備遮断器が不足しているため）饋電盤及び遮断器の

増設を行う。 
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9.11.3 ミティゲーション 

(1) 予測に反映した措置 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、高齢者、障害者等が利用しやすい

建築物の整備に関する条例（建築物バリアフリー条例）及び東京都福祉のまちづくり条例に

適合した施設計画とする。 

・商用電力停電時における防災電源及び保安用電源として非常用発電機を設置する計画とする。 

・非常照明及び受変電設備の制御、操作電源として直流電源設備を設置する計画とする。 
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9.11.4 評価 

(1) 評価の指標 

1) 危険物施設等からの安全性の確保の程度 

評価の指標は、東京都等が定めた地域防災等に係る計画、要綱等の中で当該地域について設

定している地域の安全性に関する目標等とした。 

2) 移動の安全のためのバリアフリー化の程度 

評価指標は、東京都等が定めた移動円滑化等に係る計画、要綱等の中で当該地域について設

定している目標等とした。 

3) 電力供給の安定度 

評価指標は、受電設備の故障に伴う停電発生率の低減及び一般停電時の保安用電源の確保が

なされていることとした。 

 

(2) 評価の結果 

1) 危険物施設等からの安全性の確保の程度 

計画地周辺ではガソリンスタンドが分布しており、最も近いガソリンスタンドで計画地境界

から 1km程度の距離に位置している。 

危険物施設等については、法令等に基づく規制がなされる他、「東京都地域防災計画」によ

って危険物施設等の種類別に、関係機関による立入検査等の監視体制が維持される。 

また、計画地の位置する「有明・東雲地区」は、地区内残留地区に指定されている。 

以上のことから、東京都等が定めた地域防災に係る計画等の中で当該地域について設定して

いる地域の安全性に関する目標等との整合が図られており、評価の指標は満足するものと考え

る。 

2) 移動の安全のためのバリアフリー化の程度 

計画建築物は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、高齢者、障害者等

が利用しやすい建築物の整備に関する条例及び東京都福祉のまちづくり条例に基づき、施設内

のバリアフリー化を図る他、インターホン設備、トイレ呼出設備、音声誘導支援設備といった

誘導支援設備を設置する計画である。 

以上のことから、東京都等が定めた移動円滑化等に係る計画、条例等の中で当該地域につい

て設定している目標等との整合が図られており、評価の指標は満足するものと考える。 

3) 電力供給の安定度 

計画建築物では、高圧受変電設備を７箇所に設置し、商用電力停電時における防災電源及び保

安用電源として非常用発電機を設置する計画としている。その他に、非常照明及び受変電設備の制

御、操作電源として直流電源設備を設置する計画となっている。 

以上のことから、評価の指標は満足するものと考える。 
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